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施設整備候補地の一次選定及び二次選定の経緯 

 本資料の内容は、「第２回小松島市ごみ処理施設整備手法等検討委員会」にてご協議頂いた内容です。 
 
１. 前提条件 

(1) 概略の施設規模と必要面積 
処理量 11,116t（令和 4年度焼却処理量実績値）のごみ処理施設を設置できる用地を選定する。 
用地選定にあたっては、概ね 2.0ha程度の敷地面積を確保できる土地から選定する。 

(2) 選定範囲 
選定範囲は小松島市内全域とする。 

 

図 1 小松島市位置図 

 
２. 用語の定義 
今後、用地選定を行う上で以下のとおり用語を定義する。 

表 1 用語の定義 

用語 内容 

立地回避地域 
法規制（森林法、自然公園法、文化財保護法等）や土地利用（住居地域等）、環境

保全（鳥獣保護区等）、防災面（砂防三法等）の観点から、ごみ処理施設の建設が好

ましくない場所として整理した地域 

立地可能地域 小松島市内における立地回避地域を除外した、ごみ処理施設が建設可能な地域 

一次候補地 
必要な面積（2.0ha以上）が確保できること、施工面からみて造成しやすい地形

（傾斜 30°以上の急峻な地形を避ける）であるか等、地形図上で判断できる条件
を基に立地可能地域から施設整備候補として抽出した候補地 

二次候補地 一次候補地から地理条件や防災条件、アクセス面等について、地形図上で候補地

の評価を行い、よりごみ処理施設の建設が適している場所として評価した候補地 

最終候補地 
二次候補地に対し、現地踏査による二次候補地の現況確認、概略施設配置の検討

等を行い、総合評価によりランク付けを行うことで、よりごみ処理施設の建設に適

している土地として評価した候補地 
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３. 選定手順 
ごみ処理施設整備候補地（以下、施設整備候補地という。）選定は以下の手順に従って実施する。 
 
 

 

図 2 選定フロー 

 

④総合評価【最終候補地のランク付け】

①立地回避地域の設定

②一次候補地の抽出
　ごみ処理施設の建設に必要な面積の確保や
造成しやすい地形であるか地形図上で判定可
能な条件から一次候補地を抽出する。

③二次候補地の選定
　第1段階における地理条件や防災条件やアク
セス面等について地形図上から候補地を評価
し、二次候補地を選定する。

　現地踏査、概略施設配置検討等に基づく土地
利用状況、立地状況、景観等から総合評価によ
りランク付けすることで最終候補地を選定する。
（１）現地踏査による二次候補地の現況の確認
（２）概略施設配置図の作成
（３）概算工事費の算出
（４）評価によるランク付け

　土地利用計画、自然環境、歴史・文化財保
護、防災面の観点からごみ処理施設の建設が
好ましくない区域を立地回避条件とする。
（１）法規制等の整理
（２）立地回避地域の設定

実施方針の立案及び前提条件の整理

総合評価【最終候補地のランク付け】

②一次候補地の抽出

一次候補地抽出の選定基準の設定

一次候補地の抽出

③二次候補地の選定

評価項目と評価方法の設定

二次候補地の選定

④総合評価【最終候補地のランク付け】

現地踏査

概略施設配置図作成

概算工事費の算出

評価項目と評価方法の設定

①立地回避地域の設定

法規制等の整理

立地回避地域の設定

4箇所程度

2箇所程度

1箇所

選定結果：7地域 

選定結果：4地域 
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４. 一次選定 
(1) 立地回避地域の設定 
立地回避地域の設定にあたっては法規制や土地利用、環境保全等の観点より、ごみ処理施設の建

設が好ましくない地域から設定する。また、「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領（2010
改訂版）」に示された開発規制解除の難易度を参考に今後の事業スケジュールに大きく影響を及ぼ

すおそれがある地域についても建設が好ましくない地域とし、立地回避地域とする。立地回避地域

図を図 3に示す。 
 
【立地回避地域の設定項目】 
①法規制により建設が不可能と思われる地域 
②土地利用計画の観点から建設が好ましくない地域 
③自然環境の観点から建設が好ましくない地域 
④歴史・文化財保護の観点から建設が好ましくない地域 
⑤防災の観点から建設が好ましくない地域 
⑥生活環境の観点から建設が好ましくない地域 

 
(2) 一次候補地の抽出 
立地回避地域の範囲外である立地可能地域から必要敷地面積が確保できる、造成しやすい地形と

いった条件を、地形図上で確認し、一次候補地である 7箇所を抽出した。 
一次候補地の位置図を図 4に示す。 
 
【抽出条件】 
①立地可能地域から選定する。 
②敷地面積が 2.0ha以上である。 
③河川・湖沼、家屋がある土地、主要幹線道路（国県道、都市計画道路）がない範囲である。 
④施工面からみて造成しやすい地形である。（既存地形が活用しやすい等、切土や盛土が必要

最低限であると地形上から判断できる地形） 
⑤急傾斜地（傾斜度が 30°以上）に近接しない土地である。※ 

※施設整備後に砂防三法指定区域（砂防指定地・地すべり防止区域・急傾斜地崩壊危険区域）に指定さ

れる可能性があるため。 
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図 3 立地回避地域図 
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図 4 立地可能地域と一次候補地
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５. 二次選定 
(1) 評価項目の設定 
一次候補地の抽出にあたっては法規制等の観点から立地回避地域を設定し、立地回避地域を除く

立地可能地域において地形図上で一次候補地の抽出を行った。 
二次候補地の選定では、抽出した一次候補地を比較評価し、候補地の絞り込みを行った。 
二次候補地の選定における評価項目については、「法規制対象項目」および法規制以外の「その他

評価項目」から、以下の 4つの視点に基づき抽出し、評価項目を表 2のように設定した。 
① 立地条件（候補地の地形条件や道路までの距離等の立地に係る条件かどうか） 
② 自然環境（地域を取り巻く地勢や動植物の生息といった自然に関連する条件かどうか） 
③ 社会・生活環境（地域の土地利用状況や人口、生活環境に係る条件かどうか） 
④ 防災（災害を防止するための条件かどうか） 
 

表 2 二次選定の評価項目 

分類 二次選定の評価項目 

立地条件 
搬入道路からの距離 
人口重心からの距離 

自然環境 
植生自然度 

重要な動植物の生育・生息域 
からの距離 

社会・生活環境 

土地利用状況 
農業振興地域 
公共施設からの距離 
周辺民家からの距離 

防災 
震度分布 
液状化指数 
津波の基準水深 

 
(2) 二次候補地の選定結果 
立地条件、自然環境、社会・生活環境、防災を考慮した客観的評価による検討を行い、二次選定

として『二次候補地』を選定した。二次候補地の位置図を図 5に示す。 
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図 5 二次候補地位置図 


